
渋谷区ブロック塀等改修工事助成金交付要綱 

  

 令和元年 ９月１８日 制  定 

令和３年 ３月 ９日 一部改正 

令和５年 ４月 １日 一部改正 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、通学路及び避難路における地震の際のブロック塀等の倒壊による人的被害

の防止及び避難路の確保を図るため、道路に面した倒壊のおそれのあるブロック塀等の耐震改

修に要する費用の一部を助成することにより、ブロック塀等の安全対策を促進し、災害に強い

まちづくりを実現することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１）ブロック塀等 補強コンクリートブロック造の塀、組積造（れんが塀、石積塀等）の塀、そ

の他これらに類する塀（塀に付随する門柱（以下「門」という。）、基礎、一部に土留め（道路

面からの高さがおおむね 50㎝以下のもの）を兼ねるものを含む。）をいう。 

（２）万年塀等 鉄筋コンクリート組立塀その他これらに類する組立塀（門、基礎、一部に土留

めを兼ねるものを含む。）をいう。 

（３）軽量フェンス等 ネットフェンス、アルミフェンス、フェンス類その他塀と同等の機能を

有すると認められるもの（これに付随する門を除く。）をいう。 

（４）耐震診断コンサルタント 渋谷区木造住宅耐震診断コンサルタント派遣要綱（平成９年２

月 24 日区長決裁）において耐震診断コンサルタントとして登録されている者のことをいう。 

（５）耐震診断 渋谷区ブロック塀等耐震診断コンサルタント派遣要綱（令和元年９月 13日区長

決裁）に基づき、耐震診断コンサルタントが、ブロック塀等の地震に対する安全性を評価す

ることをいう。 

（６）道路 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 42 条第１項に規定 

する道路をいう。 

（７）通学路 渋谷区立小学校及び中学校が設定した通学路をいう。 

（８）避難路等 建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第 123 号）第５条第３項

第３号の規定により緊急輸送道路として東京都耐震改修促進計画（令和３年３月改定）に記

載された道路及び渋谷区耐震改修促進計画（令和３年３月改定）に記載された「沿道のブロ

ック塀等の安全確保を行うべき通学路及び避難路」をいう。 

 

（助成の対象となるブロック塀等又は万年塀等） 

第３条 助成金交付の対象となるブロック塀等又は万年塀等は、区内の避難路等の沿道に設置さ

れ、その前面の道路幅員が４ｍ以上のものをいう。 

 

（助成対象工事）  

第４条 助成金交付の対象となる工事は、次の各号に定めるものとする。 



（１）除却工事 耐震診断の結果、安全性に問題があったブロック塀等又は区の職員により倒壊

の危険性があると判断された万年塀等を取り除く工事 

（２）建替え工事 前号の工事に伴う新たな軽量フェンス等（法その他の関連規定に適合するも

の及びその適用を受けないものにあっては、その規定を準用した場合に法その他の関連規定

に適合するものに限る。）の設置であって次のいずれにも該当する工事（当該工事に係る設計

及び建築確認申請手続を含む。） 

ア 新たに設置する軽量フェンス等について、建築確認を受けていること。 

イ 原則として、除却したブロック塀等の範囲内で設置すること。 

ウ 道路の中心からの高さを２ｍ以下で新設（道路内に突出しないものに限る。）すること。

ただし、敷地の形状、構造等により、やむを得ない場合は、この限りでない。 

エ 軽量フェンス等の腰壁として設置されるブロック塀については、道路の中心からの高さ

を 50 ㎝未満で新設すること。ただし、敷地の形状、構造等により、やむを得ない場合は、

この限りでない。 

オ 東京都震災対策条例（平成 12 年東京都条例第 202 号）第 13 条第１項の規定に基づき定

められた防災都市づくり推進計画において、防災生活道路として定められた道路又は沿道

へ新たに軽量フェンス等を設置する場合は、道路中心線から３ｍ以上後退した場所へ設置

すること。 

カ 関係法令に違反しないこと。 

２ 前項第１号の除却工事にあっては、原則として基礎を含む全てを撤去しなければならない。

ただし、安全性の確認ができた場合は高さ 50㎝未満となるように撤去（門のみの撤去を除く。） 

することができる。 

３ 第７条の規定により助成対象承認申請を提出する者は、助成を受けようとする会計年度に、

第１項第１号又は第２号の工事を完成させなければならない。 

４ 第１項の規定にかかわらず、区長が特に必要と認める工事については助成の対象とする。 

 

（助成対象者） 

第５条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、区内において

ブロック塀等又は万年塀等を所有する者とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は助成対象者としない。 

（１）国、地方公共団体又はこれらに準ずる団体 

（２）国、東京都及び区が別に行う類似の事業において、助成金又は補償金の交付を受け、又は

受けようとする者 

（３）住民税（都道府県民税及び市区町村民税をいう。）又は法人住民税（法人の場合に限る。）

を滞納している者 

（４）前３号に掲げる者のほか、区長が不適当と認める者 

   

（助成金の額） 

第６条 助成金の額は、次の各号に掲げる対象経費につき、当該各号に定める額とし、助成金の

総額は、予算の範囲内とする。  

（１）第４条第１号の工事についての助成金の額 実際に要した費用の３分の２の額と、除却を

行おうとする塀の長さのメートル数に 15,000 円を乗じた額（ただし 600,000 円を限度とす



る。）のいずれか少ない額 

（２）第４条第２号の工事についての助成金の額 実際に要した費用の３分の２の額と、建替え

を行おうとする塀の長さのメートル数に 30,000円を乗じた額（ただし 1,200,000円を限度と

する。）のいずれか少ない額 

２ 前項で算出した助成金の額に 1,000 円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り捨てるも

のとする。 

 

（助成対象承認申請） 

第７条  第４条第１項の工事について助成金の交付を受けようとする者は、当該工事に係る契約

を工事請負契約業者と締結する前に、区長が別に定める期日までに助成対象の承認を申請しな

ければならない。 

 

（承認及び通知） 

第８条 区長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、助成対象の承認の

可否を決定し、当該申請者に通知するものとする。 

２  区長は、前項の規定により承認することを決定した場合は、助成金交付の目的を達成するた

め必要な条件を付すことができる。 

 

（工事の着手） 

第９条  前条第１項の規定により助成対象の承認を受けた者（以下「助成対象者」という。）は、

速やかに工事請負契約を締結し、当該助成対象の承認を受けた工事（以下「助成対象工事」と

いう。）に着手しなければならない。 

２  助成対象者は、助成対象工事に着手したときは、速やかに区長に届け出なければならない。 

 

（変更及び取下げ等） 

第１０条  助成対象者は、助成対象工事の内容を変更するときは、区長に届け出なければならな

い。 

２  助成対象者は、第７条の規定による申請を取り下げるとき又は助成対象工事を中止し、若し

くは取り止めるときは、区長に届け出なければならない。 

３  区長は、前２項の届出があったときは、その内容を審査し、助成対象工事の内容の変更、助

成対象の承認の申請の取下げ又は助成対象工事の中止若しくは取止めの可否について助成対象

者に通知するものとする。 

４  助成対象者は、前項の規定による通知を得た後でなければ、変更後の助成対象工事の着手又

は助成対象工事の中止若しくは取止めを行ってはならない。 

 

（中間検査） 

第１１条  区長は、第４条第１項第２号の建替え工事に関し、工程の指定し及び中間検査の実施

を行うことができるものとする。  

２  助成対象者は、前項の規定により工程を指定された場合は、速やかに区長に中間検査の申請

をしなければならない。 

 



 

（助成金の交付申請） 

第１２条  助成対象者は、助成対象工事が完了したときは、別に定める期限までに区長に助成金

の交付の申請をしなければならない。 

 

（助成金の交付決定） 

第１３条  区長は、前条の規定による申請を受け付けた場合は、その内容を審査し、助成金の交

付又は不交付を決定し、助成対象者に通知するものとする。 

 

（助成金の交付請求） 

第１４条  前条の規定による交付決定通知を受けた助成対象者（以下「交付決定者」という。）は、

速やかに区長に助成金の交付を請求しなければならない。 

２  区長は前項の規定による請求があったときは、助成金を交付するものとする。  

 

（助成金交付決定の取消し）  

第１５条  区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、助成金の交付

決定の一部又は全部を取り消すことができる。 

（１）助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に反したとき。 

（２）偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

（３）法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、区長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２  区長は、前項の規定により助成金の交付決定の一部又は全部を取り消したときは、交付決定

者に通知するものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１６条  区長は、前条第１項の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既に

助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じることができる。 

２  区長は、前項の規定による助成金の返還を命じたときは、その命令に係る助成金の受領の日

から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、既納額を控除した額）につき、年 10.95 パーセントの割合で計算した違約加

算金（100円未満の場合を除く。）を交付決定者に納付させるものとする。 

３  区長は、交付決定者に助成金の返還を命じた場合において、交付決定者がこれを納期日まで

に納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、

年 10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付させるものと

する。 

４ 前２項の規定にかかわらず、区長はやむを得ないと事情があると認める場合は、違約換算金

又は延滞金の全部又は一部を免除することができる。 

 

（報告及び検査等） 

第１７条  区長は、この要綱による助成金の交付に関し必要があると認めるときは、助成対象者

又は交付決定者に対し、報告を求め、又は検査し、若しくは調査することができる。この場合



において、助成対象者又は交付決定者は、これに協力しなければならない。 

（取得財産の処分） 

第１８条 交付決定者は、第４条第１項第２号の建替え工事において、助成金の交付を受けて取

得し、又は効用の増加した財産については、改修工事完了後 10年間（減価償却資産の耐用年数

等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）において耐用年数が 10年未満のものにあっては

耐用年数）以内に区長の承認なく補助金の交付の目的に反して当該財産を使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、担保に供し、又は取り壊してはならない。 

 

（委任） 

第１９条  この要綱の施行に関し必要な事務手続及び文書の様式は、都市整備部長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和元年 10月１日から施行し、令和３年３月 31日限り、その効力を失う。 

２ この要綱の失効前に第 13条の規定による交付額の決定を受けた助成金については、なおその

効力を有する。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行し、令和５年３月 31日限り、その効力を失う。 

２ この要綱の失効前に第 13条の規定による交付額の決定を受けた助成金については、なおその

効力を有する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和８年３月 31日限り、その効力を失う。 

２ この要綱の失効前に第 13条の規定による交付額の決定を受けた助成金については、なおその

効力を有する。 

 


